
 （瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正） 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（放課後児童健全育成事業の一般原則） （放課後児童健全育成事業の一般原則） 

第５条 放課後児童健全育成事業における支援

は、小学校（義務教育学校の前期課程を含む。

以下第１８条第１項及び第２項において同

じ。）に就学している児童であって、その保護

者が労働等により昼間家庭にいないものにつ

き、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応

じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当

該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基

本的な生活習慣の確立等を図り、もって当該児

童の健全な育成を図ることを目的として行われ

なければならない。 

第５条 放課後児童健全育成事業における支援

は、小学校に就学している児童であって、その

保護者が労働等により昼間家庭にいないものに

つき、家庭、地域等との連携の下、発達段階に

応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、

当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、

基本的な生活習慣の確立等を図り、もって当該

児童の健全な育成を図ることを目的として行わ

れなければならない。 

２から５まで ＜省略＞ ２から５まで ＜省略＞ 

 （職員）  （職員） 

第１０条 ＜省略＞ 第１０条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに

該当する者であって、都道府県知事が行う研修

を修了したものでなければならない。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに

該当する者であって、都道府県知事が行う研修

を修了したものでなければならない。 

 ⑴から⑶まで ＜省略＞  ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

 ⑷ 学校教育法の規定により、幼稚園、小学

校、中学校、義務教育学校、高等学校又は

中等教育学校の教諭となる資格を有する者 

 ⑷ 学校教育法の規定により、幼稚園、小学

校、中学校、高等学校又は中等教育学校の

教諭となる資格を有する者 

 ⑸から⑼まで ＜省略＞  ⑸から⑼まで ＜省略＞ 

４及び５ ＜省略＞ ４及び５ ＜省略＞ 
  

（案） 

資料３ 



附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の一部

改正に伴い、瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例に関する条例中所要の事項を改正するため必要があるからで

ある。 


